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真ー 野 惰

現代の経営学では， 主として貨幣的誘因に対してのみ直接的に反応し，か

っその行動目的に対する総ての代替的行動案と，その選択結果を前もって予

知していると言う合理的な経済人の概念は放棄せられている。そして， その

代りに，多様な欲求を持ち，従って多様な誘因に反応して行動し， しかもそ

の行動に関して保有している情報は， 限られたものでしかないと言う現実的

人間像が前提とされている。従って， ここから，従業員の多様な欲求に働き

掛けて， 組織経済の必要とする貢献活動(協働活動)を引き出す報酬管理の

問題と，代替的行動案に関係した諸情報の収集並びにその伝達と分析の問題

とが，重視せられるに至っているのであるO

より正確には行動へところで，企業の個々の従業員の職場における行動，

の意欲に働き掛ける誘因の配分や情報の伝達は， 企業の各種の組織を通じて

行われる以外に， 労働組合の存在する場合には， 労働組合の組織を通じても

行われる事となる。これは，具体的個人が， 個々の企業の従業員としての資

格と，組合員としての資格とを同時に所有しているものである以上， 当然の

事であるO そしてこの場合， 企業と組合との両種の組織を通じて配分される
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誘因や伝達される情報についての，それぞれの組織での評価の価値基準が，

相互に矛盾しない場合には，特別に大きな問題は存在しなし、。しかし，両組

織の評価の価値基準の聞に，大きな喰違いが存在し，矛盾が見られる場合に

は，具体的な行為の主体としての個人の欲求の Hこ葛藤が生じて，精神的破

滅が生じたり，或いは，一方の組織への欲求の犠牲により他の組織への欲求

を追求するところから，具体的行為活動の低下が生じたりして，企業の与え

る誘因の効果が減じ，その組織効用の均衡が喪失される危険が生じる。

従って，組織経済の均衡と言う観点からは，企業の組織を通じて配分され

る誘因や伝達される情報と，組合の組織を通じて配分される誘因や伝達され

る情報との聞に，何等かの意味での共通の価値尺度の機能する基盤を設ける

事が必要となって来るのである。そして，その事により，個人の諸欲求聞の

葛藤を除去し，個人を企業の組織の協働関係に出来るだけ誘引する方向に，

企業から配分される誘因の効果を維持高揚する方法を講じる事が要求せられ

る訳である。報酬理論より労使関係を考える場合，協働的な労使関係の樹立

に対する努力が払われるべき必要性が指摘せられる所以である 1}0

かくて，組織経済の立場からは，労使の共同の評価基準の樹立を目的とし

た労使関係に対する主体的な働き掛けや2) その将来の状況の予測を行う事

が極めて重要な課題となって来ると言い得るO 本稿は，そうした組織経済の

主体的行為の立場より当然に要求される協働的労使関係の在り方に関する主

要な主張を検討する事を通じて，われわれの見解を導き出す事を目的として

いるO

1) Chest巴rr. Barnard， "Some Principles and Basic Considerations in Pers-
onn巴1Re1ations"， Organization and Management， 1948， pp. 17-22. 

2)労使関係に対する管理が可能かとの疑問の提出せられる場合がある。しかし，元

来，経営の外部構成員との関係についての管理は，外注管理，販売管理と言う言葉

にも示される如く，原材料供給者や顧客自体を管理しようとするものではなく，彼

等との取引に対する組織自体の態度や反応を検討しようとするものであり，そうし

た意味において，労使関係も管理論の対象となり得るものである。
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一 協働的労使関係論の発達

かつて，労使関係の分析方法についてのダンロップ(J.T. Dunlop)との

論争1)において，ホワイト (W.F. Whyte)は，従来この分野の研究の指

導権を握って来た経済学者の分析方法を批判し，その有効性の限界を指摘し

ているO 彼によれば，従来の経済学者による分析は，労使関係を巡る社会的

経済的な環境の分析に主力を置いて来ており，最も重要な決定 (keydecis-

ion)の行われる主体一それは一つの社会的システムである特定の相互依存

的諸関係の内に位置しているーに及んでいないと言うのであるO そして，そ

の結果，われわれは，経済学者から「好景気は満足の行く労使関係の生成に

貢献すると聞かされ，同時に，経済的危機は，労使の協働を刺戟する傾向が

あると聞かされ2)Jる様な結果となっているとしている。

彼は，こうした矛盾した説明が経済学者により行われて来たのは，経済学

的な分析においては， r経済的諸条件は，広く一般的な要素と看倣され，そ

うした諸条件が特にその場合の人々に影響する仕方を示す様な試みを何等行

っていない2)J事に由来するものであると考えている。彼は次の様に言って

いるo iわれわれは，相互信頼が労使の協働を達成するのに重要で、あると聴

かされるであろう O しかし，われわれが本当に知るべき事は， どうすれば相

互の信頼が持たらされるのか，と言う事なのである。相互信頼の重要性の指

摘は，単に一漠然とした方法で一問題点を述べているに過ぎず，その解決に

何等資するものではないのである2)oJ経済学の「従来の多くの研究は，静態

的状態を分析しているに過ぎない故に不適当である。われわれは，現在は過

去を有している事を知っているくせに，余りにも屡々過去の歴史の短い論議

と現在が過去からどの様に発展したかに勺いての，説得的叙述を欠いた現状

の描写で終って来ているO 人聞は時間と共に生きている。われわれの分析は，

この基本的事実を処理しなければならない。……労使関係においては，与え

られた一組の条件において，或る活動の結果を予見し得るべきなのである3)J 

と。
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かくて，ホワイトは，労使関係の分析方法として，人間関係的研究方法を

採用し，それを従来経済学者により用いられて来た分析方法以上に重視する

べき必要性を強調しているのであるO

確かに，ダンロップが指摘する組織を取り巻く環境，即ち，物的技術的条

件や労働市場の一般情勢，労働組合相互間及び経営相互間の労使関係の全体

的動向，地域社会の価値観等の相互関係の理解は，労使関係の理解に取り不

可欠のものである。また，ダンロップが批判する様に，人間関係と言う言葉

は，人によりまた場合により色々な意味に用いられて来ており，従って，人

間関係的研究と言われるものが，総てホワイトの主張している様な問題意識

を有しているとは言い得ないであろう 410 しかし，人間の協働行為の体系と

しての組織は，その行為の提供者である個々の人間の主体的欲求のからみ合

いの内より，組織自体の主体的意思を創出し保持しており，与えられた環境

に自動的に流されて行くものではなくて，それに主体的に適応し，働き掛け，

自己に対する環境の持つ意味を変化せしめ得るものである。そして，人間関

係的研究の内には，ホワイトの主張する様に，そうした主体的行為の立場よ

り，協働的労使関係の樹立を目指して，労使関係を分析しようとする幾つか

の研究が存在している。従って，われわれの研究も，そうした研究方法の思

考の成果の上に積み重ねられるべきであると考えられる町。

今，こうした人間関係的研究方法が，労使関係の分析に対しても適用され

るべきである事の示唆は，既にレスリスパーガー (F.G. Roethlisberger) 

において，その萌芽的なものを見るが6) 体系的に人間関係的方法により労

使関係を実際に分析したのは， 周知の通りセレクマン (B.M. Selekman) 

であるO 彼は，労使関係を一つの社会的過程として捕え， 協働的関係 (coo-

perative relationship)の樹立7)を目指して，団体交渉の過程を1"組合

結成活動の際に表商化した敵意を，単に継続せしめるよりも，むしろ，そう

した敵意を実際的に解消せしめる端緒をつかむ社会的心理的機構として積極

的に利用し，また利用されるべき 8)Jものと看倣じて分析を行っている O た

父彼の主張は，既にわが国においては，幾人かの人々により，紹介批判が行
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われて来ているので9) こLでは，われわれの見解を導き出すのに便利な形

に組み直して，必要な範囲において次に見て行く事とするO

CJJ セレクマンの労使関係論

セレクマンの労使関係論は，次の様な形に整理する事が出来るであろう O

まず(1)労使関係が従来兎角紛糾し易い理由， (2)組合結成に伴う問題， (3)団体

交渉に際しての問題点， ω団体協働締結後の問題点であるO
は) 労使関係が従来兎角紛糾し易い理由

まず従来の労使関係が，協働的関係よりもむしろ闘争的関係に傾く傾向が

あったのは，主として労働者の一種の疎外感の問題と法律重視の二つの理由

に基づくものと考えられる。即ち本来人聞には，共同目的を共に追求しよう

とする欲求や性向があり，従って，比較的容易に協働活動が生じ易いもので

ある。ところが今日の企業においては，従業員は受動的な条件で極めて細分

化された仕事を割り当てられており， 日常の仕事を通じて共同の目的を追求

していると言う実感乃至は労使の利害の一致観を持ち難くなって来ているO

使用者は，労働者に取り，仕事を与え賃率を決める一種の対立者として映り

易いのである。ここに労使関係が，協i動の感情よりも闘争的関係に傾き易い

重要な理由の一つが存在する。

次に，従来の労使関係が闘争的になり易かった理由は，法律の機能に余り

に期待を置き過ぎ，法律制度の確立によって労使聞の諸問題が円滑に処理出

来ると考えて来た点が指摘出来る。彼によれば，労使関係とは，本来労使の

「行動が，感情によって動かされる人々の聞の諸関係，諸活動より成る団体

交渉川」を中心として， 日常の生産業務の行われている職場において，直接

に関係し合っている労使の聞の日常の諸問題の効果的処理にまで、及ぶ人々の

関係や活動の総てを意味している。従って，彼によれば，協働的関係に中心

を情ーいた良好な労使関係とは，経済的諸問題と共に人々の感情や動機及び態

度にまで関係した人間的社会的な分析の基礎の上に，始めて樹立され得るも

のなのであるO 従づて，元来感情や態度を殆んど考慮に入れない法律の機能
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により，労使関係の円滑化を期待する事は不可能なのであるO 今， もしあえ

て法律により総てを処理しようとすれば，感情や態度に基づく問題を，法律

の対象となり得る問題の形に変形し，すり変える事により，無限に紛争の種

を生じる事となるのであるO

(2) 組合結成に伴う問題

労働組合の結成が，それ以後の労使関係に対して与える問題としては，組

合員の企業に対する忠誠心，職場社会の秩序の変化，組合自体の存在基礎の

安定性と言った三点が指摘され得る。

まず，労働組合が結成されると.それは従業員の感情に変化を与え，ひい

てはそれは r全職場社会を徹底的に変化させる程重要な社会的変化11)Jを

引き起すものと考えられているO 彼によれば，労働組合結成の活動は，一般

従業員より，組合活動への恐れや無関心，反対を除去し，組合への参加をも

たらす様な忠誠心(1oyality)を生み出す為の，組織運動家による合理的な議

論並びに感情への訴えが行われる過程である。そして，具体的にはこうした

運動家達は，次の三つの有力な誘因を組み合わせて用いるのが普通であるO

まず，第ーに経済的改善に対する要求が指摘され得るO それは，今日の社会

で最も強力に人々を動機付けると考えられる物質的誘因への働き掛けであるO

次に，集団への帰属欲求への働き掛けが指摘され得る。それは，組合活動に

参加する事により，組合員相互間の接触が深められる機会が与えられ，人々

の社会的帰属欲求が満たされる事を意味している。最後に攻撃と敵対的行為

への衝動に対する働き掛けが指摘され得る。即ち，人聞の持っている自己の

欲求の達成の障害に対して攻撃を仕掛けて，敵対的行動を取ろうとする欲求

を利用して，使用者を経済的欲求や社会的帰属心の充足の障害と看倣し，使

用者に対すQ敵意を育成して，組合への忠誠心を高めようとする努力が行わ

れる訳である。かくて r組合結成活動は，終始一貫個人並びに集団を組合

運動に引き込もうとするものである。古い忠誠心 (oldloyality)は弱めら

れ，時には破壊されさえする。そして代って新しい忠誠心が作り出されるO

この新しい忠誠心とは，組合に対する忠誠心なのである問。」
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この様に，組合結成活動は，労働者の忠誠心を移行せしめるところより，

労使の聞に敵対感情を生み出し，そこから生じる敵意や攻撃心並びに相手に

対する疑惑や恐れ，更には将来の労使関係に対する不安や恐れの感情は，労

使聞の交渉過程に重要な影響を与えて来ると考えられる。即ち，まず使用者

側においては，職長や監督者達は，労働協約の締結により，労働組合を背影

とし，苦情処理制度に保護されている労働者を管理しながら，自分遠の権威

を維持して行かなければならない現状に対して，不安を感じる。そしてまた，

法的な強制や労働組合の闘争により，心ならずもその存在を認めねばならな

かった最高管理者達は，今後の職場秩序の維持に対して，不安を覚えずには

居られない事となる。

次に，労働組合の指導者達も，組合の承認を喜ばない使用者への不安，新

しい組合員への信頼感の不足，その地位をとって代ろうとする競争的労働組

合の存在，社会経済的動きへの不安，技術革新や新しい労働関係法規への不

安等，その組合の基礎や将来に対しての多くの不安を有しているO

彼は，この間の状態を次の様に表現している。 r組合結成以前においては、

職長は職場における指導権(leadership)の地位を保有していた。協約の下

での新しい彼の義務に対する彼の反応は，必然的にそうした従来からの指導

権に付着した感情によって支配せられる。彼は勿論職長の地位に留まってい

るが，彼は彼の地位が低下する事に不安を感じるのであるO 彼の権限は，組

合が出来た事により減じつつあるのである。彼の部下が，以前彼に捧げてい

たと彼が信じていた忠誠心は，今や組合指導者に捧げられる方向に移りつつ

あると考えられる。またもし，彼の管理者連が，以前に組合組織の成立に反

対していたとすれば，彼の管理者達が，法や組合の力に対して不承不承譲歩

しなければならなかった状態が， どれ程，協約の内に反映せしめられている

かについて，容易に確信を持つ事が出来ない0 ・・

一方逆に，以前は単なる一般労働者に過ぎなかった職場委員達は，急、に新

しい力を与えられる事となる。彼は，今や指導者の地位に昇ったので、ある。

従業員としての彼は，職長の部下であるO しかし同時に組合の役員としては，
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職長と同等の立場に置かれる。更に，職長の地位は，管理者により任命され

たものである。どれ程一般化しようとも，職長が部下に行使する権限は，上

から与えられたものである。しかし職場委員達は，労働者により選出された

ものであるO 彼は選ばれた指導者であるO 彼の権限は，彼が代表する人々よ

り引き出されたものなのである。職場において勝利を確得したばかりの強力

な組織が，その力を行使する人々の背後に控えている場合の職場委員達に特

に妥当する様に，新しいそして不慣れな力が或る人達の職場委員達に特に妥

当する様に，与えられる事となる。しかしまた例え指導能力を有していた

としても，他の人達は，非常に取り扱い難い地位の，新しい責任を引受ける

事に賠踏を示すものである 13)JとO

(3) 団体交渉に際しての問題点

労働組合の結成が，前述の様な種々の不安を生み出すものである以上，団

体交渉に際しては，そうした不安が除去せられる事が必要で、ある。従って，

セレクマンは，団体交渉に際しての重要点として，交渉問題の調整技術の検

討と交渉者の感情的成熟の必要性とを指摘している。即ち，団体交渉におい

ては，労使は，原則についてではなく具体的な問題について注意を集中する

べきであり，労使聞に意見の対立が生じた場合には，過去の先例，経験を広

く考慮するべきである。更に，使用者は職長や監督者から，組合指導者は職

場委員遠から，それぞれ協約の締結前に会議その他の手段により，その意見

を徴して，協約の形成に間接的にそれ等の人々を参加する事の出来る道を聞

いておくべきであるO そして，締結された労働協約の具体的導入に際しては，

その各条項が，如何に運営せられるかを詳細にかつ明確に職長や職場委員に

伝えると言ういわゆる技術的導入 (thetechnical launching)と並んで感

情的導入(theemotional launching)を行う事を必要とするO それは1"

その管理の為に要求された協力と相互関係の感情を惹起するであろう方法で

協約を導入する14)J事であり，それには，各指導者逮は，感情の調子 (feel-

ing tone) ，すなわち和睦の雰囲気(atmosphere of burying the 

hatchet)を，一種の儀式一一例えば，組合大会の場で，協約に署名する等一一
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を行ったりして，人々に伝達する技術を用いる事を必要とする。

次に，団体交渉の場に臨む労使の指導者逮は，相互に感情的に成熟してい

る事を必要とする。それは 1不愉快な事柄をも，憎むべきものとしてより

も，処理されるべき具体的状況として受け入れ， 15)J分析的態度を維持し，調

査を行い，自己を取り巻く全体的状況を理解しようとする態度を持っている

事の必要性を意味しているO 何故ならば，相手の置かれている全体的情況を

分析し，そこから相手の当面の具体的行動を理解する時に，始めて相互理解

への道が聞かれ，協!動的労使関係の樹立が可能となると考えられるからであ

るO

ω 団体協約締結後の問題点
最後に団体協約が締結された後の問題としては，協約内容の遵守が日常の

職場活動において慣習化される様にしなければならなし、。その為には，従業

員の感情的適応の問題，苦情処理制度の運用態度の二点が指摘されているO

即ち，協約の遵守が，権威や処罰によってではなく，日常の慣習的行動とし

て行われる様な協働関係を育成する為には，まず一般労働者の現状に対する

感情的適応が図られなければならなL、。何故ならば，組合の結成に際してか

き立てられた使用者に対する敵対感情は，協約の締結後も残っていると考え

られ，更に協約への期待と現実との聞には，屡々大きな格差が存在している

場合があるからであるO この為に，管理者や組合の指導者達は，一般労働者

との不断の面接機会を設け，不安や疑いの解消に努めるべきであるO また労

使共同での各種の会議を行い，教育訓練計画を立て，福利厚生活動を行う等

の一連の集団意識を育成する為の諸活動を行う事が望ましいと考えられる。

協約の遵4守は，会社や組合に対する一方的な忠誠心によってではなく 1協

約より生じた共通の方向への新しい忠誠心山」により行われるものなのであ

るO そして，本来「この忠誠心は，論理の問題よりも，むしろ感情の問題な

のである 15)0 J 

同様な事が，職場において協約の尊重を守る中心的位置を占める苦情処理

制度の運営についても指摘される。即ち，従来，苦情処理制度は，労働者の
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各種の苦情が協約上の処理の対象となり得るか否かを判断し，対象となり得

るもののみを法律解釈的に処理する制度として考えられて来た。しかし，本

来問題とされるべきものは，苦情の存在そのものなのである。従って，苦情

処理制度は，職場における総ゆる苦情の源となる原因の除去を行う為の端緒

を捕える測定器乃至は意思疎通機関として活用されるべきものなのである。

さもなければ，処理の対象となり得ないものより生じる労働者の不安や恐怖

或いはそうしたものが消滅しない事から生じる不満が，処理の対象となり得

る賃率や労働条件と言う問題に仮装されて，次々と提出される結果となるの

である。なお，苦情処理制度を，この様に労働者の真の問題点を理解し，解

決する為の機関として利用する為には，職長，職場委員，一般労働者による

事前協議制度の活用や，作業条件の変化の速度の加減を行い，所得額の変化

に対する対策や人間関係への配慮等の諸処置が，併せて行われる事を必要と

する事は，言う迄もなし、。

セレクマンによって指摘せられ，かっその解決の方向の示された協働的労

使関係の樹立に伴う問題点は，その後色々な人々により，実証的裏付けを伴

いながら展開せられて来ている。今，その内の主要なものについて，その内

容を次に概観する事とする 16)。

CllJ 二重忠誠の発見

前述の様にセレクマンは，労働組合が結成される事に伴って生じる第一の

問題として，労働者の使用者に対する忠誠心が，組合に対する忠誠心に取っ

て代られる点を指摘している。そして，その対策として彼は，協約の締結に

よる労使の共通の目的の設定と，その方向への新たな忠誠心の育成の必要性

を強調しているO しかし，従業員の意識についてのその後の研究は，そうし

たセレクマンの前提に対して，修正を要求していると言い得るO

即ち， ロヨラ大学(LoyolaU niversity)のパーセル(TheodoreV. Pu-

rcell)は，シカゴのスイプトの工場における従業員の会社及び組合に対する

帰属意識(allegiance)の実態調査を三年間にわたり行い， 1953年にその結果
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を公表している17)。彼の調査結果によると，労働者の大部分は，会社と組合

の両者に対して同時に等しく帰属意識を有しており，一般労働者に取り，一

つの組織に対する帰属心は，他の組織に対する帰属心を傷つけるものではな

く，共者は一般に共存する傾向を有している事が知られるのである。(第 l

表参照)しかもこの傾向は，労使関係が平和であるか，葛藤の生じている時

期(例えば，ストライキ期間中)であるかにより大きな差は認められず，何

れの場合にも，大体同様な傾向が存在する事が認められた。パーセノレによれ

ば，こうした帰属心を生み出す最も重要な要素は，雇用の保障であり，スイ

フトは継続的に雇用を保障して来ており，組合はまた，雇用を保障する種々

の手段や機能を有していると言う事実が，二重帰属を生じる重要な原因であ

ると考えている18)。

第 1表 シカゴスイフトと全米食肉加工組合との工場社会におけるこ重帰属

N=202 

% 

会社と組合双方に対して好意、を持たない o 
双方に対して中立 0.5 

一方に対し好意的で他方に対して非好意的 13 

一方に対し好意的で他方に対して中立 13 

双方に対して積極的に好意、的(二重忠誠) 73 

二重帰属心を有した職場委員 88 

二重帰属心を有した職長 57 

T. V. Purcel1， "Dual Al1egianc巴 toCompany and Union. A Swift-UPWA 

Study in a Crisis Stituation， 1945-52，" 

羽人 T.Gr巴enwood巴d，Management and Organizational Behavior Theories， 

An Int巴rdiscip1inaryApproach， 1965， P. 530. 

こうしたパーセルの研究に刺戟されて， ローズ (ArnoldRose) ，カッツ

(Daniel Katz) 19)等のミシガン・グループも，従業員の会社と組合とに対

する意識調査を行い，大体パーセルと同様な結果を得るにいたっている。た

人それ等の研究は，対象者の数も少なく，主として比較的安定した労使関

係での一地方組合の組合員の意識を中心としたものであった。この為に r
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そうした制約を克服する目的で，コーネル大学によって試みられた研究20)J 

は，こ与で次に注目しておくべき価値がゐると考えられるO

この研究は，アムコ (Amco)，ブェン(Fane)及びフィブロ (Fibro)の三

社において行われたものであるO そして，アムコ社は，当時は良好な労使関

係にあるが，以前に組合を結成した時には，一時的に労使関係は悪化した経

験を有している。またフェン社は，以前労使関係は良くなく，調査の三年前

のストライキにおいて組合側が破れ，当時新しい指導者が，労働協約の新規

の交渉に乗り出し，会社側もこの三年程の聞は，弾力的にこれに応じる事によ

一応良好な労使関係が維持されていた。最後にフィブロ工場では，従来会社

は，賃金，福利厚生費等に気前よく支出して来たが，その頃になり，組合との事

前協議なしに，仕事の方法や機械を変更し，組合の要求には，かたくなな方

法 (toughapproach)で対応する政策が取られて来ていた。一方，組合側

でも内部の不和により，代表が交替した時期で・あり，労使共にその立場を主

張して，仲裁機関への提訴や種の組織的怠業が行われたりしていた。

今，ディーン(LoisR.Dean)によると Iわれわれは先ず，三つの工場

において，使用者(management)に対する好意的態度は， 組合に対する好

意的態度に関係し，その逆も真である事実を見出した。何れの場合において

も，使用者に好意を有する労働者は，組合指導者をも高く評価する強い傾向

が認められた21)J事実を報告している。さらに Iツl使の葛藤が普通に見出

されるフィブロにおいても，われわれは，アムコやブェンで見出したのと同

様な一般労働者の労使の両組織に対する好意的な態度を見出したのであっ

た22)0 J 

第 2表

① アムコの最高経営者は労働者に良好な労働条件を確保するのに関心を抱いている

と思うか?

地方組合の指導者は

良い仕事を行っている

良い仕事をしていない

う

げ

物

思 思わない

54 

100(145) 

27 

73 

100(102) 
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② フエンの最高経営者は労働者に良好な労働条件を確保するのに関心を抱いている

と思うか?

地方組合の指導者は 思う 思わない

良い仕事を行っている 37 16 

良い仕事を行っていない 63 84 

100(174) 100(150) 

③ フィブロはその従業員を他社と比較して如何に扱っているか?

地方組合の指導者は よりよい 大体同様 悪い

良い仕事を行っている 57 24 9 

良い仕事を行っていない 43 76 91 

100(14) 100(159) 100(23) 

④ フィブ、ロの会社側はその組合とどの様にやって行ζうとしていると思うか?

地方組合の指導者は

良い仕事を行っている

まずまずの仕事ぶりである

良い仕事ぶりではない

出来る限り 協働しなければなら 組合を弱体化し
協働する ぬ時だけ協働する ようとしている

35 21 15 

56 

9 

100(64) 

63 

16 

100(108) 

52 

33 

100(33) 

⑤ 労使の代表者のいずれがより貴方達の福祉を考えているか?(フィプロ〕

地方組合指導者は 京訴え 会社 支考古5考 組合

良い仕事を行っている 10 12 29 35 

まずまずの仕事ぶりである 40 50 64 59 

良い仕事ぶりではない 50 38 7 6 

100(42) 100(16) 100(107) 100(34) 

⑥ どれ程の頻度で組合集会に出席するか?(アムコ〉

地者方に対組す合及る態び度使用 少く共時々出席 特別な集合のみ出席 出席せず

組合 使用者

+ 十 36 26 16 

十 17 8 9 

+ 26 44 33 

21 22 42 

100(96) 100(62) 100(81) 

+は高い評価態度を示し，ーは低い評価態度を意味する。
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⑦ どれ程の頻度で組合集会に出席するか?(フエン〉

地方組合及び使用者に対する態度 少く共時々出席

組合 使用者

+ 
+ 

+ 

+ 

24 

14 

28 

34 

100C!23) 

③ どれ程の頻度で組合集会に出席するか?(フィブロ〉

どち以らが貴方関か心達?の持福祉に 程少度く共出席半分より上に をって 時々出席
いると思うカ

組 メ口斗 43 16 

g; 込 社 9 7 

双方とも等しく関心を持つ 36 54 

双方とも関心を持たない 12 23 

100(33) 100(57) 

出席ぜず

17 

4 

38 

41 

100C! 79) 

稀出にしか
席せず

11 

8 

59 

23 

100(108) 

L. R.. Dean， "Union Activity and Dual Loyality"， Industrial and Labor 

Relations R巴view，July. 1954， pp. 531-535. 

要するに，第2表の調査結果からも知られる様に，労使関係の状況の如何

に拘らず，会社に対して好意を持つ労働者は，組合に対しても好意を持ち，

何れかの側に好意を持たない者は他の側に対しても好意を持たない傾向が存

在する事が知られる。更に，先のパーセルにより調査された，長く良好な労

使関係を保って来ているスイフトの工場と，アムコやフェンの事例23)を比

較すると，労使聞に葛藤が生じ，それが労働者の意識に影響を与える場合に

は，一般労働者の意識は，労使両組織に意好を持たない方向に動く傾向が強い

事が推察され得るのである。因みに，わが国でも，尾高教授が，同様な調査

を行っておられるが，そこでも同様な結論が導き出されている点は，極めて興

味あるところである2針。

いずれにしろ，こうした一連の二重忠誠に関する諸研究は，セレクマンに

より指摘された組合員の忠誠心に対する対応方向に，新しい光を与え，労使

の協i動的関係樹立の可能性に重要な示唆を与えるものと言う事が出来るO
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cmJ ホワイトの実証研究
先にセレクマンが，協働的労使関係の樹立の為に，団体交渉に際して考慮

されるべき問題として指摘した諸点を，実証的に裏付けたものとして有名な

ものに，ホワイト (W.F. Whyte)の行ったインランド・スティール・コン

テナー会社(InlandSteel Container Company)での実態調査がある2510

即ち，この会社では，第二次大戦前の同族経営の時代に，労働組合に対す

る弾圧政策が取られ，後に，インランド・スティールの系列に加った後にお

いても，労働組合は使用者に対して激しい敵意や不信感を持ち続けた。加う

るに使用者側も当初一貫した対組合方針を用意しておらず，この結果労使関

係は一層こじれて， 1946年には，遂に使用者側よりすれば，全く直接的な理

由の不明のま与に， 191日に及ぶストライキを経験する迄に至った。 しかる

にその直後，特に1947年の協約改定の為の団体交渉の時機を転期として，協

働的労使関係を生み出す事に成功したのであるO

ホワイトは，この聞の記録の調査や関係者に対する面接調査を行った結果，

協働的労使関係を生み出すに至った1947年の団体交渉における諸要因を分析

して，次の様な諸点を指摘している2630

(1) 組合の団結が強固であり，その内部統制が行き渡っており，交渉代表

者が交渉委員遠から信頼せられていた。そして，交渉委員遼は，交渉が行き

詰る迄，交渉の内容を組合員に報告する必要は無かった。従って使用者側は，

組合代表との約束が確実に実行され得るとの信頼を持つ事が出来，また使用

者逮は，強力な組合幹部の存在が日常の職場における衝突を少なくしている

事実を認めていた。

(2) 交渉委員連は，いずれも協約の条項のみに視野を限定せず，その背景

を成す具体的な問題まで討議を進め，提案の趣旨を理解し，調整する様に努

めた。

(3) 相手の感情を刺戟しない様に，交渉当事者の個人的な問題には触れず，

その場に居ない問題となる集団的人々について論議した。特に交渉委員の代

表者が，緊張状態において，話題を転じ，緊張を柔げ，過去の問題は，非難
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の為ではなく，問題解決の為にのみ取り挙げ，相手に話したいだけ話させて，

その内容を聞くと言う交渉の技術に長じていた。

性) 相手の提案が受諾出来ない場合は，受諾を阻んでいる諸条件を具体的

に話し合い，受諾を可能に出来る方法を一緒に検討すると言う態度，即ち相

互に相手の問題解決を手伝うと言う態度が取られた。

次に彼は，この聞における労使の相互接触の形を， (1)使用者側に一貫した労

務対策を欠き，無秩序な労使の衝突の生じている場合と， (2)労使共に敵対的

態度により秩序づけられている場合，並びに， (3)協働的労使関係が樹立せら

れた段階のものとの三つに整理して分析している27}0

まずは)無秩序な労使の衝突の生じている場合を見ると，①使用者側におけ

る意思の伝達は，上から下への一方的伝達であり，②しかも最高管理者が，

中間管理者の段階を抜いて，直接に職長に働き掛ける場合も見られる。③ま

た，管理者側よりする組合に対する働き掛けは全く行われていなし、。④従っ

て，労使の接触は，組合側よりする一方的働き掛けに限られており，⑤そう

した組合側の働き掛けは，直接に職長に対して行われるか，集団デモを背景

に最高管理者層に対して行われ，中間管理者層は無視される場合が多い。

次に(2)労使が敵対的態度で，自分遠の組織を固めている場合を見ると，①

使用者側においても，下から上への意思や情報の伝達経路が聞かれる様にな

り，その反面，②職長に対する上位管理者からの圧力が強まると共に，組合

側からの圧力も増加するO ⑧労使の接触は，組合側よりする一方的な働き掛

けのみであるが，そのルートは一応整備せられて来るO そして④使用者側は

常にその権力や特権に対して関心を持ち，団体交渉の時期を除き，協約上の

規定に対する法律解釈以上の議論は組合に許さないと言う態度を取るのが普

通であるO かくて.⑤労使の接触は著しく減じ，この為に一般組合員達は，

自分遠の苦情を解決する為の方法を探さなければならなくなるO そして，そ

の結果，苦情処理の対象となり得る様な形に問題をすり変えたり，歪曲した

形で問題を提出したりする態度が見られる。

これに対して， (3)協働的労使関係が樹立せられた場合を見ると，①使用者
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側における下からとへの情報や意思の伝達が目立って多くなり，上位者が下

位者の不平や提案を取り上げる回数が非常に増加して来ているO ②労使の相

互接触が生じ，問題によっては，使用者側から組合幹部に援助を求めたり責

任を引受けせしめたりする様に，積極的に組合側に働き掛け，意思、の疎通を

図る努力が認められた。③職長は，以前に比較して大幅に権限を移譲され，

職場委員との聞で自主的に問題を解決出来る場合が増加し，その地位は改善

せられた。④組合側については，一般労働者が日常の仕事で悩まされる事が

減じ，代って組合幹部が使用者と話し合って事を処理する為の前提として，

一般の組合員の活動を計画し準備する余裕が出て来る。そのために，組合の

上から下への働き掛けが活発化する。⑤こうした状態の下では，労使共に，

権力や特権についての関心は薄れ，相互依存の関係にある事を認め，具体的

な問題解決に際して，その都度相互の役割や機能を分け合う様になって来て

いるO

第3表 ①非組織的闘争の時期 (1940-1944)

2高官仏¥

l 
u 
叫
労働

W. F. Whyte， Pattern for lndustrial Peace， 1951. p. 166. 
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②組J織的闘争の時期(!944-1946) 
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ホワイトは，以上の様な分析を通して，セレクマンにより指摘せられた労

使関係における法律機能の限界を実証的に示し，協働的労使関係樹立の為の

必要条件として，労働組合の安定性，労使の指導者が団体交渉に際しての意

見調整のための技術を所有している事，感情に走る事の無い様にする事等の

諸要因の有効性を例証すると共に，労使の相互接触や労使の内部的伝達態様

と，労使関係の類型との聞の相関的関係を明らかにし，労使関係の在り方に

対する興味ある示唆を与えているのであるO

ClVJ 感情的成熟論の展開

セレクマンの指摘している労使関係における感情的成熟乃至は成長の必要

性に注目し，その展開を図っているものの，代表的なものにマックレーガー

(D. McGregor)がある。彼は， 1949年に，ニッカーボッカー(1.Knicker-

bocker)と共同で発表した「労使協働;心理的分析28)Jと題した論文において

労使関係を一つの心理的成長の過程として把握して，大要次の如く述べてい

るO

彼等によれば，労使関係に妥当する心理的成長の性質として，個人の場合

と同様に，四つの特徴が指摘出来ると考えている。即ち，第ーに心理的成長

は，ゆっくりとした骨の折れる過程であり，日常の思考や行動の僅かな変化

の無数の積み重ねである。第二に，心理的成長は，総てか無かと言った過程

ではなし、。成長過程は，全面的に平均の取れた平担なものではなく，一面は

早く，一面は遅れると言ったものである。第三に，成長は或る点で止まって

しまう場合がある。個人の精神的年令が幼い段階で止まる場合のある様に，

闘争至上主義と言う一つの発展段階で，労使いずれか又は両者の精神的成長

がとまる場合がある。第四に，心理的成長は，肉体的成長と異なり，退化す

る場合があり得るO

かくて，労使関係は，労使の心理的成長に伴い，初期の疑いと闘争-の典型

的過程より，疑いが薄らぎ，次第に相互理解の成長しつつある中立的時期とし

て‘の成功的団体交渉の段階(thestage of successful collect:ve barga-
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ining)に至るO そして，最後に疑いと闘争が無くなり，共通の問題を解決す

る為に，建設的な共同努力を行おうとする雰囲気を持った労使協働の段階が

生じると考えられるのである。

一体労使関係における関係者達は，日常の職場における接触をも含めた不

断の相互接触により，その心理的成長を生み出している。従って，労使何れ

かの成長は，相手に対してもその成長を促す様に作用するものである。その

結果は，かつては団体交渉の対象とされて来た様な諸問題も，協働的努力に

よって処理される様なものが次第に増加して来る事が認められるO 苦情処理

の対象となった諸問題には，屡々そうした実例を見出す事が出来る。

もっとも，そうは言っても，賃金問題の如く，本来利害欲求の対立する問

題は，協働関係が広がっても，団体交渉の課題から消え去るものではない。一

般に言って，経営成果生成の面での協働は容易でも，その配分面における問

題の多くは，なお団体交渉の対象として留まるであろう。しかし，その場合

でも，職務評価に対する労使の協力と言った姿に現に広く見られる様に，相

互に情報を隠し合い，相手を疑い，力と力で抗争する場合とは異なった形で

の取引形態が生じ得る事となる。配分面での取り分の増加は，基本的には生

産面に依存している事を相互に認める場合，両者の取り引き (bargaining)

には，自づと限界が生じる筈であるO

ところで労使関係論において心理的成長と言う場合には，まず直接的には

労使の指導者達の精神的成長を意味している。そしてそれは，使用者側にお

いては，自己の事業の経営能力に対する自信に基づいて行われるものであ

る。自己の能力に自信を持ち，自立して行ける (beable to land on their 

feet)人は，他人の批判を客観的に受け止め， 長期的見通しに立って，その

決定の時間による試練に耐え得る精神的成長を生み出し得るのであるO 同様

に組合側の指導者も，長期的展望を持ち得る人でなければならない。

しかし，組合指導者達の心理的成長の為には，実は，一般組合員達の心理

的成長が同時に行われていなければならないのである。けだし，労働組合は，

本来極めて政治的な集団であり，その指導者は，組合員により選ばれるので



協l動的労使関係論の展開 真野 115 (597) 

あるO 従って，組合の結成された当初や，対立的組合を有している場合に見

られる様に，一般組合員の指導者に対する即時の要求が強い場合，指導者達

は，長期的視野に立って行動する余裕もなく，また闘争至上主義の人が，指

導者に選ばれたりし易いからである。労働組合の基礎が安定して，始めて指

導者は長期的な視野に立って動く事が出来，また，そうした人遣が指導者に

選出される様になって来るのである。

従って，窮極的には，一般労働者の精神的成長を促す事が必要となるが，

その重要な鍵を握っていると考えられるのは，職長達である。何故ならば，

一般の組合員達は，組合の幹部から聴いた事と，職長との日常の接触から得

られるものとの三つの面から，会社を理解し，自己の見解を作り出すのであ

る。そして，もし両者の聞に矛盾のある場合には，自己の日常の体験のみを

重視する様になり，そこに心理的成長は容易に生じ得ないのである。この為

に，労使の指導者逮が，心理的に成長しでも，労使関係の改善はあり得ない

事となるO むLろ心理的に成長した組合指導者程，失脚の可能性が強まると

言う結果を生じるO

最後に，協(動的労使関係も，一般の人間行動のーっとして，人々の欲求を

満たす為に生み出される関係である。従って，使用者達は，一般の労働者達の

日常の業務について有する潜在的能力を詔め，それを顕在化せしめ，生産能

率の向上に関心を向けさせると共に，その経済的非経済的成果を労働者に集

団として配分せしめる機構29)を常に労使で共同的に考える基本的態度を取る

事が必要である。かくて，必理的成長の問題は，最終的には，経済的，非経

済的な成果配分，即ち，報酬管理の問題として解決されるべき事が指摘せら

れているのであるO

マックレーガーのこうした考えは，その後も継続的に主張され，その実証

的例として，スキャンロン・プランが指摘せられ，最後には，目標による管

理と言う具体的管理論30)にまで結実するに至っているO 彼のこうした主張は，

報酬理論との結びつきの点からしても，われわれに多くの示唆を与えるもの

と言う事が出来る。
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三 ウォルトン・マッカーシー・モデル

ゼレグマン並びに彼によって指摘せられた研究方向におけるその後の諸業

績を検討した上で，最近，ウォルトン(RichardE. Walton)及びマッカー

シー (RobertB. McKersie)は，一つの注目するべき見解を主張してい

るo 1965年に公にされた彼等の共著「団体交渉の行動理論 (ABehavioral 

Theory of Labor Negotiations) JがそれであるO この研究は，セレク

マンに捧げられており，更に内容的にも，ブォレット，サイモン，マーチ等

既にわれわれが多くを負っている研究者逮の見解が引用展開せられている。

彼等は，この研究において，労使関係における「一方において経験的事例

研究と，それ等が生み出す抽象的洞察，他方において，双方独占，意思決定，

理論的実験ゲーム，小集団問題解決，態度変化及び役割葛藤についての諸文

献との聞のギャップを埋めようと試み1)J総ての交渉における諸行動を説明

すると考えられる四組の活動を抽出分析し，そのモデ、ル化に努めると共に，

その綜合的把握をも試みようとしているO

即ち，彼等によると，具体的には労使聞の交渉は，配分交渉(distributive

bargaining) ，統合交渉(integrativebargaining)，態度構成(attitudi-

nal structuring)， 組織内交渉(intraorganizationalbargaining)の

諸活動システムより成っているものであり，それ等の活動システムは，相互

に密接に関係し合ってはいるが，一面それ自身の内部的理論と機能とを有し

ているのであるO 従って，労使関係の理解は，まずこのそれぞれの活動体系

の理解より始めなければならないと考えられるO

CIJ 配分交渉モデル
配分交渉とは， r彼られた資源の配分に影響を与える諸々の競争的行動の体

系であり，純粋の利害闘争の理解の方法であるO 団体交渉における賃金，労

働時間や労働条件の決定には，言う迄もなく，こうした面が含まれており，

配分交渉モデルとは，こ Lでは，こうした利害葛藤の解決への共同決定過程

(joint decision process)を検討するものであるO そして， この過程は，
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限られた一定の資源の配分を巡り，両当事者が自己の取分を多くしようとし

て交渉する過程であるから，一方の利得は他方の損失となり，従って，原則

的には，ゲーム理論の一定和ゲームの思考が適用され得る筈である2FO

即ちまず，この配分交渉では，その限界 (outerlimits)を破ると，その

当事者は，利益を得る可能性を喪失する事となる。一定の長期的諸制限が相

互依存性の基礎的分野を規定し，両当事者聞の葛藤に対する基本的限界を設

けている。そうした相互依存性を規定する諸制限は，問題により一定しない

が，配分交渉の代表的問題である賃金について考えれば3¥市場の厳しさと

相互に創設された利益(mutuallycreated gain)の三要素をそうした制限

要素として指摘出来る。即ち，前者は，従業員が新しい雇主を求めて，現在

の雇主を離脱したり，乃至は，組合の交渉代表を代える線を下位限界とし，

使用者が新しい組合を求めて工場や事務所を移転したり，乃至は，そうした

移転を行う事により，労働組合対策につ'ての管理者としての名誉を喪う事

を恐れて譲歩する線を上位限界とする様な，基本的に労働市場の状況に左右

せられる制限範囲である。労使の交渉当事者は，この制限範囲を承知してお

り，現在の使用者と労働組合との聞の交渉の継続を前提とする限り，この制

限を越えようとする事はまず無いと言えるO

次に，後者の相互に創設された利益とは，団体交渉が単なる既存の資源の

配分過程である以上に，相互の利益を生み出す過程をも有している点より生

じる概念であるo l~IJ ち，団体交渉は，例えばスキャンロン・プランに見る様

な協倒的労使関係を生み出す契機となった場合の如く，相互信頼や確信を生

み出す契機となり，その結果生産性が向上し，生産物ー単位当りの労務費が

低ドして，相互信頼や確信の存在しない場合には生じ得なかった高い賃金を

可能とする場合があるo それは，閉じ労働者が，その職場を止めて，他の会

社に移り，同様に働いても得られないものであり，その協働的関係に付随し

て，始めて可能となり得るものである。この様に団体交渉の過程が，問題解

決や生産性向上の過程となり，共同の利益が生じている場合には，その共同

利益の配分に際しても，その相互依存性を破壊しない為に7 そこに一定の限
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界が生じる事となる。

もっとも，現実の交渉は，こうして定まる相互依存の限界よりも，更に狭

い範囲に限られるのが普通である。けだし，交渉当事者の効用函数(theut-

ility function) と確率函数(theprobability function)とに関係した幾

つかの要因が作用するからである。即ち，労働組合側の効用函数としては，

一般には，労働市場の諸要因や，特に賃金の購買力と賃上げの雇用数に及ぼ

す影響により，基本的に定まる組合員達の効用函数が考えられる。しかし，

現実には，労働組合の効用函数は，組合を代表する役員の効用函数により代

表される為に，組合組織の安全性と，そこにおける役員としての地位の安全

性の維持とにより強く影響せられているO 従って，専門的組合役員による特

定企業における効用曲線は，直線的ではなく，獲得出来る賃金額の極大点に

到達する前に低下する傾向がある。何故ならば，或る年度に余り賃金水準を

上げると，次凶の賃上げの時に困る可能性があり，或いは他企業でそれだけ賃

金が上らなかった場合，そうした企業の組合員の支持を失う可能性がある。

従って，効用の最高点は，先例や類以の企業の状況により決められ，一方，

効用曲線の出発点即ち零ポイントは，現状である場合が多い。

これに対して，使用者側の効用函数は，やはり多くの要因に影響されるが，

一般には，望ましい労働者を維持する事を前提とし，賃金の切下げを考えて

いない限り，現状が効用の極大点であり，賃率の上昇と共に効用曲線は低下

し，管理者の交代が問題となる点で零に達する。

次に，交渉が決裂した場合のストライキ・コストについての主観的非効用

の問題がある。ストライキが行われた場合，労働組合側としては，賃金の損

失，組合財源の消耗，組合員の減少，管理者の好意の減少，公衆の好意の減

少等の損失がある。管理者側としては，利潤や市場地位の喪失，怠、業による

機械や設備の損失，管理者としての名声や信用の喪失，労働者の好意の減少，

公衆の信頼の減少等が挙げられるO しかし反面，組合に取っては，ストライ

キを行い得る実力を示し，発言力を増す事が出来，短期のストライキでは内

部的結束が強められる点，時にはストライキを契機として，労使関係の改善
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され得る場合があると言った積極面も存在する。そして，組合側の限界費用

は，ストライキの期間と共に逓増するが，管理者側lでは，逓増するものと逆

に逓減するものとが存在する。

以上の効用函数Uとストライキ・コスト Sに確率函数Pを加えれば，こ与

に代替的要求Xの主観的に期待される効用 (thesubjectively expected 

utility・SEU)は，次}の様に得られる事となる。

SEC=P(x)・U(x) + c1 -P (x)J・ S(x)

例えば，組合役員は，使用者に取っての各種取決めの非効用を推定し，そ

の大なる程，要求の貫徹は困難となるから，そこから確率を推定する。また

使用者と組合とのストライキ・コストを推定して確率を求める。今その結果

が，第l表の如くであったとすれば，最大の主観的に期待される効用 (SEU)

は， 1.2で5セントの賃上げと言う事となるO

第1表 計算表 (1)

xの増加l u(x) × P(X) 合計

O<T O 1.0 o 
21，6。 .9 .9 
5φ 2 目8 1.6 
71，6。 31，6 .5 1. 75 
10φ 5 .2 1.0 
121，6φ 5弘 .55 
15φ 6 O O 

計算表 (2)

xの増加 S (x) × (I-P(x)) = 合計

O φ -2 .0 o 
2;告φ -2 =一 .2
5φ -2 .2 =一 .4
n告φ -2 .5 =-1.0 
10φ -2 .8 =-1.6 
121，6の 一2 .9 =-1.8 
15φ -2 1.0 =-2.0 

Walton & McK巴rsie，A Behavioral Theory of Labor 

Negotiations， 1965， p. 39. 
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ところで，こうした計算の場合，当事者の希望が非常に強く，成功を失敗

より重視すると，成功の機会を楽観視する傾向があり，その逆に失敗を回避

する事を重視する人は，確率が lに近い要求を選択する傾向があるO

こうした主観的期待効用の考え方は，交渉者に取り，単一の目的や決定を

決める為よりも，比較的高い期待効用を持った代替的要求の交渉スベクトル

の一点に注意を集中せしめるのに役立つ。即ち交渉に際しては，両当事者逮

は，普通目標点乃至は希望と，抵抗点とを前もって考えてのぞんでいる。そ

して交渉の進展と共に，この幅は狭まり l点に接近しようとする。もっとも

この場合，組合の抵抗点が使用者の抵抗点以下の処にある場合には，そこに

解決幅が設定せられるが，しかし，組合の抵抗点が，会社側の抵抗点より高

い処にあれば，解決幅は存在し得ない事となる。従って，両当事者は，彼等

の抵抗点と目標点とを，解決幅を生み出す様に設定しようとするO そして，

第 2表

(1) 積極的解決幅

$ 2.30 

目
標
ー
ー

$ 2.60 

い←一一一使用者の期待

抵
抗
占

$2.50 

、一一一一-v"一一一--'

積極的解決幅

(め否定的解決l隠(解決幅がない〕

目

標

抵
抗
点

待

-

期
一
の
一

4
ロ

-
E

R

A

-
か
J

軍

-

-。，ι
企
中 $2.40 

目

標

抵
抗
点

$ 2.60 

←一一 使用者の期待

i1 id ，p 43 

ibid.， p. 43. 



協(動的労使関係論の展開 真野 123 (605) 

この両当事者による抵抗点の設定は，当事者逮の有する，相手の効用につい

ての情報の正確性に大きく依存する事となるO 従って，型にはまった効用函

数が多ければ，解決幅が生み出され易い事となる。例えば，賃金追従型の団

体交渉においては，賃金指導型の団体交渉に比較して，或いは，相互に長い

交渉歴を持った相手である程，そうした歴史を持たない相手に比較して，解

決帽が設けられ易い訳である。

今，こうした収数活動を理解し，前もって選択する活動を考え，或いは，

最終的決定の行われる状況を考えるのに，最初に述べた様に，ゲーム理論の

考え方を適用するとり，次の様になる。まず，第 I図は，可能な四つの結果

に対する自己の効用と，相手の効用に対する推定を示している。この場合，

(第I図〉

相手

柔軟 強硬

柔軟(50ft)

(抵抗点2を守るため〉

結果 結果 2 

6， 6 2， 10 

結果 4 結果 3 

10， 2 -6， -6 

自己

強硬(Hard)

〔抵抗点10を守るため〕

ibid.， p. 47. 
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ibid.， p. 49. 
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相手の結果に対する知覚を修正せしめ得るならば，相手の選択の可能性を変

化せしめ得る事となるO 今，自己のベイオフについての見解を一定と仮定し，

相手の知覚を，第E図におけるその下段に示した数字の様に変化せしめたと

すると，相手にとっては，結果2の効用が若干減じ，結果3の犠牲は増加す

るから，柔軟な戦術 (80ft)より生み出される結果 lと4とは，相手に取って

は強硬な戦略を取る場合よりも好ましい事となる。更に，自分の側について

の効用と非効用についての相手の理解を推定すると，結果 lと2とは，自分

に取り魅力が無く，更に結果3は，自分の方が損害が少なく，結果4が一番

好ましいものであると考えられていると思われるO この結果は，相手の確率

の増加に示している様に，自分が強硬な戦略を取るであろうとの相手の期待

を増加せしめ，相手が強硬な戦略を選ぶ確率をそれだけ減ぜしめる事となるO

換言すれば，自分はその分だけ安心して強硬な戦略を選択出来る事となるO

ー般に，交渉の期間やその回数，制度的な諸機会や関係者の努力が，効用

についての相手の理解に修正を促し，また自分の相手の効用に対する推測の

修正を可能とする。しかしながら，四つの結果に対する効用の評価を，相手

と等しいものに調整する事は困難であり，現実には，戦略の選択についての

期待の確率の調整を行う事の方が容易であるO こLに，自分の行おうとして

いる戦略を相手に知覚せしめ，相手の戦略の選択に影響を与える言葉や行動

の上での表明 (Commitments)が重要で有効な戦術として広く j甘いられる

傾向にあるO 例えば，相手の戦略の如何に拘らず，自分は強硬な戦略を選択

すると表明し，それを裏付ける為に，柔軟な戦略を選択した場合の自己の主

観的効用を，より低いものの様に相手に知覚せしめる様な表明を行う。かく

て，相手が柔軟な戦略を選択し，自己は強硬な戦略を選択するのが安定した

解決となる様な状態を導き出す訳である。

以上は，何れも解決点を有した解決幅の内部での行動である。これに対し

て，自分または相手の効用函数についての評価に不一致があり，抵抗点が噛

み合わず，解決幅の存在しない場合が考えられるO そうした場合には，まず

効用函数の評価についての一致を来す為に，相互の情報の交換を行う事が必
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要となる。しかし，なお評価の大きな不一致が存在する場合には，そこにス

トライキが発生する事となる。この場合，組合は，ストライキ・コストを埋

没原価 (sunkcosts)としてよりも，補償されるべきコストと看倣して，そ

の期待値を引ヒげる傾向を持ち，一方会社側は，短期間での譲歩は，組合の

ストライキに対する信頼感を高める傾向があるところから，容易に譲歩を行

わず，更にストライキ以前には存在していた支払能力が，ストライキの損失

で枯渇する故をもって，その期待値を引下げる傾向がある。この為に，スト

ライキの初期には，この交渉の立場の喰違いが力の闘争に転化し，問題解決

に対する探究の機会を減じる場合がある。しかし時が経過すると共に，期

待値が修正されて，やがて解決幅が生じる事となり，前述の様な過程を経て，

解決が導き出されると考えられるO

CllJ 統合交渉モデル

統合交渉とは，問題解決に際して両当事者の共通の利益乃至は相互補足的

な利益を見出す様な形で問題を解決しようと努める共同的意思決定の過程で

ある51O それは，一方が利益を取得する場合には，それに等しし、かそれ以上

の利益を相手も取得すると言う場合から，一方が不利益を蒙るが，他方の得

る利益に比較するとその程度が少く，従って他方の利益の一部を持って，容

易にその不利益が補償される様な場合をも含んでいる。

労使聞の交渉では，こうした統合交渉が配分交渉に劣らず重要な側面を構

成しており，特に，労働者の権利義務に関係した諸問題，例えば，付加給付，

安全衛生，先任権の様な職務保障に関する諸問題等にその典型的なものを見

出す事が出来る。具体的には，使用者が先任権制度を認める事により，企業

の弾力性の要求と職務保障の要求とを解決したり，或いは，西部海岸機械化

基金 (theWest Coast Mechanization Fund)を設ける事により， 11中仲

士の労働時間の短縮や早期退職等の費用を支払いながら，一方で港湾事業の

合理化の進展を行うと言った様な取り決めが指摘出来ょう。

こうした性質を持つ統合交渉の過程は，第E図に示した様な形に，モデル
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化する事が出来ょう O

即ち，まず労使が自分達が知覚

した問題についての情報を交換し

合い，明確な形で問題点を理解し

把握するO 次いで，代替的解決案

の探究が，利用出来る情報の収集

分析により行われる。それは，創

意工夫の過程でもある。この過程

において，新しい情報が得られ

て，問題の新しい側面が発見され

たり，適当な解決案が容易に見出

されなかったりした場合には， も

う一度，問題の規定方法を考えな

おす事を必要とするO 一方，幾つ

かの代替的解決案が見出された場

合には，それぞれの案を実行した

場合の結果を予想し，それ等を彼

等の効用函数を用いて評価するO

もし，希望水準指標を満たす解決

案が得られなければ，再度，問題を

規定しなおしたり，新しい解決案

を探究する事が必要となる。場合

によれば，効用函数自体を修正

し，希望水準を変える場合も存在する。

(第班図) 共同的問題解決過程

P¥、/。
問題識別と
規定

P O  
)1 "' 
指標に対する
代詩案の評価

干満i↓ ぷ満足
~ 相互に満 a 
~ JE Lた解決 斗

(註) pは party 0は opponent
(自己) (相手〕

ibid.， p. 138. 

そして，こうした問題解決の過程において，交渉者逮は，言語は元来極め

て不正確なものであり， しかも情報の量と質とが，解決案の量と質とを決定

するものであり，そうした情報の交換の為には，信頼と支持的雰囲気が存在

する事が，極めて望ましい条件である事を了承している場合，最も能率的な
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統合交渉の過程が期待出来るのであるO

〔目〕 態度構成モデノレ
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労使聞の交渉過程は，一面において，両者の態度の維持強化や再構成が行

われる過程でもあるO 労使の間の態度は，一面においては，技術的，社会的

諸条件，主要当事者の基本的性格，及び両当事者聞に普及している社会的信

念の様な永続的諸力により影響せられるが， しかしまたその反面において，

労使相互の接触は，従来からの相手に対する評価に影響を与え，相手に対す

る態度に変化を生み出す事も出来るのである。この様な交渉の両当事者聞の

態度に影響を与え，そこに含まれた社会的単位聞の基本的関係に影響する諸

活動の体系は，労使聞の交渉の重要な側面を構成しているのである。

ところで， 一般に労使関係の類型は， 闘争型 (conflict)， 牽制一攻撃型

(containment開 aggression)，適応型(accomodation)，協働型(coope-

ration) ，共謀型(collusion)の五つの類型に区分せられている6)。まず闘

争型の労使関係とは，労使共に，基本的に相手の目標や手段に対する拒否を

主張し，極めて競争的な感情を有している場合の関係で、ある。会社は，組合

を出来るならば拒否しようとし，法律と労働組合の力とにより不本意ながら

その存在を認めてはいるが，その接触は最少限に留めようとする態度を取っ

ているO 従って，労使共存は，政策目標ではなくて，一時的状態としか考え

られていなし、。相互の態度には，極端な不信と憎しみが見られ，従ってまたそ

の行動には，屡々非合理的な極端な方向に走るものが見出されるO そして，

労使共に，相手の組織内の状態には，殆んど積極的な関心を持っていない。

次に牽制一攻撃型の労使関係では，相手の存在は止むを得ないものと認め

てはいるが，会社側は，組合の活動範囲を法律で定められている賃金，労働

時間，労働条件等の範囲内に制限する事に努め，組合側は，逆に出来るだけ

その影響範囲を広めようと努力し，両者共に競争的に作用し合っている。労

使共に，相手の役員や内部的組織過程に対し，殆んど尊敬や関心を持ってい

ない。相互に自己の組織を傷つけずに，相手組織を弱める事に努め，従業員



128 (610) ~済学研究第 18 巻第4 号

の忠誠心の争奪に努めるO 労使共に相手に対して疑いを持ち，敵対的であり，

それぞれの行動を詳しく調査し合っている。

これに対して，適応型の労使関係では，労使は相互に相手指導者に若干の

尊敬を払っており，相手の内部組織の問題に対しては無干渉政策を取ってい

る。ここでは，従業員の忠誠心の積極的な争奪は見られず，相手組織の目標

や手段の合法性を承認し合っている。両者共，団体交渉の議題の性質を変え

ようとはせず，相互に調整を行い，その機能の遂行についての意見の相違を

解決する為に，正規の手続を発達せしめている。この関係は，一定の限界内

での相互信頼により裏付けられてはいるが，なお相手に対する監視はおこた

らない。

次に協働型の労使関係は，相互に相手の存在や活動の適法性について，完

全な受諾を行い，相互に尊敬を払う基本的な態度に裏付けられたものである。

こLでは労使共に，相手の組織の安定が，自分達に取っても有利で好都合で

ある事実を認め，相手組織の安定強化に手を貸し援助を行う傾向がある。従

って，労使聞の交渉において，賃金，労働時間，労働条件と言った伝統的議

題のみならず，生産能率，無駄の排除，技術の進歩，従業員の安全，会社の

支払能力等の諸問題が，共通の利害問題として取り扱われる。

最後に，共謀型の労使関係は，労使の指導者逮の関係が，合理的，合法的

な関係以上のところまで進み，共通の利益を追求する余り，株主や顧客，原

料供給者等の公衆，場合によっては，一般組合員に対して，非合理的な犠牲

を強いるにまでいたっている関係であるO 例えば，競争企業の進出を不当な

方法で阻止する事に，労使共同で努めたり，合理化の成果を管理者以下の従

業員集団で独占したり，不当に高い賃上げを行い，その費用を消費者に転稼

したり，労使の指導者逮が，秘密に利益を共有したりする場合であるO この

関係においては，労使関係，特に指導者同士の関係は，極めて密接な相互信

頼で結ばれるO

こうした労使聞の関係類型や，それを規定する態度は，交渉当事者や彼等

による問題処理の過程に重要な意味を有しており，何れの関係類型を選好す
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るかは，当事者達の重要な目標となり，その活動様式を規制するO 従って，

次にこうした関係類型を規定する態度構成に影響する諸要素を見ると，環境

諸要素，性格的要因，社会的信念，及び，過去の交渉経験の四種のものが指

摘され得る。まず環境諸要素としては，全米企画委員会(NPA)により行一わ

れた調査結果7)に示された様な経済的，社会的，技術的，政治的諸要因が指

摘せられるO そして，それに加えて，法律による共謀型の労使関係の発生の

抑制可能性，並びに，公衆の意見による牽制一攻撃型の関係の発生の抑制可

能性が指摘せられる。た父し，こうした環境要素の影響の仕方は，各労使関

係の事例毎に異なった結果を生じる事は、注意するべきである。

次に，労使の中心的指導者の性格は，彼等の指導する組織の進む方向に，

強い影響を与える。例えば，ヘンリー・フォードとUAWの関係は，その典

型的なものであろう。保守主義，感情的冷淡さ，権力追求，少数集団への敵

意等により特徴づけられる権威主義的性格は，団体交渉において一般に低い

信頼しか持たれていない競争的な田を強く有した労使関係の類型を生み出す

傾向があるO また独断的(dogmatism)な人も，闘争的な労使関係に導き易

く，逆に感情的に成熟し人の話しをよく聞き入れる型の人間 (accepting

person)は，集団としての機能を促進する傾向が認められるO この様に，中

心的人物の性格は，そこに生み出される労使関係の類型の形成に強い影響を

与えるのであるが，また既存の関係類型に応じて，それに適した性格の人物

が，中心的な指導者の地位に選出される傾向も認められる。

ところで，対人関係における人々の行動は，彼等の持っている社会的信念

やイデオロギーにより説明され得る商が多いのと同様に，労使関係の類型も，

労使が有する社会的信念によって影響せられるO 例えば，使用者が古い経営

権の遂行と言った使命観に取りつかれているとすれば，そこでは信念に基づ

く葛藤(ideologicalconflict)が生じる事となろう O 勿論，今日では，労使

の相互接触を通じて，こうした信念を持っている使用者は減じてはいるが，

全く無くなった訳ではなし、。しかしまた，労使の利害は基本的に一致し得る

ものであるとの信念を持ち，使用者側が組合指導者の役割を，協調過程の有
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誌な媒体と考え，組合の協力を得て a例えば，カイザー・プランやスキャン

ロン・プラン，或いは1964年のUAWとアメリカン・モーターズの間の利潤

分配制度の如き新しい制度の試みを行う例も次第に増加して来ている。最後

に過去の経験は，現状の維持と変化とを決める諸力に影響するO 即ち，人は

一度或る関係の類型や動機づけに慣れると，そうした見地と一致するものの

みを知覚し勝ちであり，相手の性質や立場についての理解においても同様な

傾向を有している。更にまた現行の労使聞の類型が，彼の性質に適したもの

であれば，現在の類型を維持しようとする傾向を有する。しかし，一般的に

言うと，法令の改正や経済的環境の変化や公衆の意見の高まり，ストライキ

の経験等の累積は，次第に協働的労使関係の類型を生み出す傾向にあると言

えよう。

こうした諸要素の影響により，労使関係に対する態度構成が行われ，労使

関係の類型が生み出されるO それはそれ自身労使のそれぞれの組織に取り，

一つの重要な目的を成し，団体交渉の在り方やその運営方式を規定するもの

である。即ち，何れの労使関係の類型の樹立を労使が目的とするかにより，

日常に選択せられる行動様式が影響せられ，交渉に際して採用せられる戦略

が決まって来る訳である。例えば，苦情処理制度の運営を，厳密な法律的条

文解釈に従って行うか，それよりもむしろ苦情の発生原因の解決に迄考慮を

及ぼすかと言った処理の相違が生じる。或いは，配分交渉を賃金問題の様な

資源の絶対額の限られた純経済問題に限り，労働時間や労働条件の様な権利

的要素を含めた問題は，統合交渉の範囲に含ましめようとする傾向を生み出

したり，逆に，総ての問題を配分交渉の範囲に含ましめようとする傾向を生

み出したりする例が指摘出来る。

今，既述の労使関係の類型を定める諸要素聞の相互関係を示せば，第W図

の如くであるO

まず，環境的諸要素(1)と性格(2)並びに社会的信念ゆ)の体系，及び，希望す

る関係類型を創出するのに役立つ行動を選択する過程性)とが結び合って，こ

こに一方の当事者の態度構成が行なわれ，それが相手の態度構成に反映し，
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(第W図〕関係類型設立に際しての諸力のモテ、ル
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ここに労使関係の特定の類型が生み出される事(めとなるO この聞に見られる

ところの，自己に対する相手の態度に影響を与え，それを自己の希望する方

向に向けせしめる事により，目的の関係類型を生み出そうとする態度変化の

理論として，ウォルトン・マッカーシーは，ハイダー (FritzHeider)の均

衡理論(balancetheory)と，補強理論 (reinforcementtheory)を援用

している。即ち，人聞は自己の知覚と信念の聞の一致乃至は均衡を選ぶとこ

ろから，人の知覚に従来とは異なった異質のものを注入する事により，人の

信念を変化せしめ得ると考えるのであるO そうした均衡理論の活用により，

他人の行動に変化が生じた場合には，そうした変化の方向を更に強化発展せ

しめる為に，適当な報酬を支給する事により，そうした行動を慣習化する態

度構成の補強が行ない得るとする考え方である。

何れにしろ，こうして生れた労使関係の類型は，一面において再びフィー

ド・パックして環境諸要素のーっとなったり，中心的人物の選出に影響した

り，中心的指導者の信念に影響し，或いは社会的な一般的信念となって，次
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の態度構成に影響を与えるに到る(6)。他而において，この類型より生じた結

果は，労使両当事者達により，彼等自身の正義観，協約の運営上の状況，交

渉で取り上げられる議題の性質や数並びにその交渉結果，各r'lの組織の内部

事情等の諸基準や諸経験より評価が行なわれる(マ)。そして，その結果が満足

の行くものではないと判断せられれば，希望の結果を生み出す様な関係類型

を生じる為に意識的な手段の選択や立案が行なわれる事(8)となる訳であるO

CWJ 組織内交渉モデル

労使それぞれの組織は，相互に交渉を行なっている聞にも，両組織は，そ

れぞれの内部で種々の意見の相違の解決に迫られているのが普通であるO 従

って，労使の主要な交渉者遠の活動力は，その背後にあるそれぞれの組織内

の諸力の状態により，大きく影響せられるのであるO

そうした組織内部の意見の相違乃至は蔦藤としては，その性質から一般に

境界的葛藤(boundaryconflict)と，党派的葛藤(factionalconflict)の

二種のものを指摘する事が出来る。前者は，交渉者と言ういわば，彼の代表

する組織と他の組織との境界に位置するところより直間する葛藤であるO 具

体的には，まず彼の代表する組織より，多くは異なった幾つかのセットとし

ての交渉者に対ーする期待や要求が提出せられるO 更に，交渉者は，交渉相手

の立場や欲求を理解し，両者の関係を長期的に損う事の無い様に，出来るだ

け相手と調和する様に行動する事が要請せられる。それは，相互に相手に直

接的に接触し，情報を探り，共同して一つの協定を作り出し，その運営に共

同して責任を持つ立場に置かれている事実より生じるものである。そしてこ

の為には，相互に相手の言葉や行動についての予測性，信頼性を持つ事を期

待しており，そこから屡々相互義務の感覚を生み出し，一穫の制約を交渉者

に課する事となる。何故なら，相手が自分に対して持っている期待を裏切れ

ば，①交渉は困難を増し，報復を生み出す。②協約の運営に困難を増す。③

自己の組織内での現在の地位や勢力を維持しようとする場合，交渉相手の援

助を期待出来ないからである。例えば，一方の組織の内部的期待が異常に高
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い場合には，交渉者は相手組織の代表者と交渉しながら，同時に，白からの

組織内の人々の期待や思考に働き掛けて，その期待の抑制乃至は修正を行な

わなければならなし、。そして，この場合，もしその修正に失敗すれば，交渉

者は，交渉者としての地位を失う可能性が存在するO こうした場合，交渉者

は相互にその立場の維持に協力する事の出来る立場に置かれている訳である。

いずれにしろ，交渉者は，複数の組織の接触点において協約を結ばねばなら

ない所から，組織内の要求や思考を必ずしも常にそのまま体現して行動する

訳には行かないと言う役割上の葛藤を担っている。

次に党派的葛藤は，交渉相手とは関係なく，全く組織の内部的闘争として

生じるもので，それは交渉の目的並びに手段についての意見の不一致を生み

出す。それは，例えば先任権の様に，一部の人々が他の人々の犠牲の上に利

益を得たり，賃金が先か，組合の安全が先かと言った目的の順位についての

一般組合員と，組合役員の聞に見られる意見の相違，更には，人々の期待水

準や方法に対する期待の相違等により生じる葛藤であるO

次にこうした内部的な慕藤は，結局，組織内の各集団が異なった期待を展

開するところから生じるものであるから，それを発生の理由から考え，それ

を性格づける基本的要素を整理すると， (1)合理的な動機付けの諸力， (2)知覚

的諸要素(perceptualfactors)，感情的諮力(emotionalforces)の三つ

を挙げる事が出来ょう(第3表参照) 0 まず(1)合理的な動機付けの諸力とし

ては，組織内における集団聞の距離や集団相互間の異質性より生じる諸々の

要素を指摘出来る。例えば，組合の役員と一般組合員との聞に見られる上述

の様な目的の順位即ち関心の相違，ラインは現在の業務に関心を持ちストラ

イキ・コストを高く評価する傾向があるのに対し，スタップは，将来の問題

に注意し，ストライキ・コストを低く評価すると言う相違が葛藤の原因とな

り，その 'I~ニ質に影響する O

次に知覚的諸要素とは，組織の各部門がそれぞれ異なった情報を得ている

ところから，交渉に対する理解や期待が相違して生じる葛藤の原因となる諸

要素を意味する。即ち，情報は，組繊の規模や地理的区分，量及び媒体の性
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第 3表内部葛藤の源泉

目標動機的諸力

組織とメンバーの

聞の区分

メンバー集団の異質性

感情的諸力

慣習または最近の経騒

に基づいたもの

知覚的諮要素

情報の伝達路

J決夫定状況の複雑i七f
決定;1状|伏犬;況兄の新しさ

異なった選好

(主観的効用と)
非効用 / 

異なった可能性

評価

(主観的可能性)

ibid.， p. 298. 

葛藤中の諸期待;

境界的役割に基

づく葛藤並びに

質，集会の頻度と出席率，従業員構成の偏り等により区分が生じるのが普通

であるO 特に交渉者は，直接に相手の選好や勢力の性質を知り，更に最終的

解決の基礎や手掛りを他の人々に先立つて知る事となり，ここに情報の質と

量の相違による期待の相違が生じるO 更に，決定を下すべき状況が複雑とな

り，また日新しいものである程，関係する情報は不足し不確実となり，解釈

の相違が生じ易くなるO

最後に感情的諮力もまた意見の相違を来す重要な原因である。例えば一部

の集団が慣習的に，使用者に対し攻撃的感情を強く持っており，他の集団は，

そうした感情を全く持っていない様な場合には，そこに意見の相違が生じる

事となる。

かくて，交渉者は，その組織の境界を占める地位にある事，並びに，組織
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内の何れかの党派に所属している場合には，その点より，種々の葛藤に直面

する事となる。この為に交渉者は，彼と彼の代表する組織内の人々との聞に

存在する期待の相違を取り除く方法を見出さなければならない。具体的には，

相手の組織に対して持ち得る期待を与件として，彼の組織の人々の期待を修

正する様に努めると同時に，人々には，交渉者は最善の努力をしているとの

評価を行なわしめなければならない。

第4表 白からの組織の自主的な期待への交渉者の反応

正|無視|適 応
白からの組織の行

動への期待に対す

る交渉者の反応

+i
一
十
l

一

+i

発 彼の組織の行動への期待の修正は短期的には困難

T 彼の組織の I~I 主的な期待に適応する事は，組織聞の葛藤の解決

を不可能にする。

ibid.， p. 304 

今，この問題について見ると，まず J 般の組織メンパーが，彼等を代表す

る交渉者に期待している行動態様と，組織メンパーの自主的に設定した目標

期待とに対して，交渉者が示す反応を考えて見るO 理論的には，交渉者は，

こうした二種の期待に対して，一致(適応).無視，修正を行なうと言う三

つの方法で反応する事が出来る(第4表参照〉。しかし，少なく共短期的に見

る限りは，交渉者は，組織メンパーからの期待を修正する事は極めて困難で

あり，敢えて行えば，交渉者の孤立や地位の喪失を結果する危険を生じるO

同様に，組織メンバーが自主的に設定した目標期待を完全に受け入れて行

動すれば，相手組織との交渉は不調に終り，ストライキを結果する事となろ

うO 従って，交渉者に取り採用し得る方法はa 四つ残される事となる。しか

し行動期待と自主的目的期待とを両方共無視する方法は，実際には利用さ

れ得ないと考えられるところから，三つの方法が現実的方法として残される

事となる。
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即ち，①彼の組織の自主的自標期待を修正し，行動期待を一部無視する方

法があるO これは，交渉者が交渉問題の効用や噂その解決の可能性，或いは，

特定の交渉の立場を固守する事と結びついたストライキ・コスト等について，

人々の知覚に働き掛ける事により行われる。次に，②自主的目標期待の修正

に同様に努めながら，行動期待には全面的に従うと言う方法がある。これは，

交渉者が積極的に動かなくても，交渉過程自体や環境等の変化により，人々

の自主的目標期待の修正への圧力が生じる場合に取られる方法である。最後

に⑧交渉者は，自主的目標期待を一部無視して，行動期待には全面的に従う

と言う方法があるO これは，人々の期待通りに行動したにも拘らず，不満な

点の残る協定が結ぼれた場合，それが既成事実となって人々の期待水準が変

ると言う見込み，或いは，協定を暖味な表現で伝えて人々に一種の錯覚を与

¥ 

(第V図〉 内部葛藤の解決過程

制度的枠により決定された戦術的方法の選択の可能性

8 

3 

選択と結びついたコスト・他の付随的諸過程とのヂレ

ンマを含む(+)

(ト)制度的経済コスト，組織的罰則，相手の不承認及び個人的不快を含む。
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えようとする方法であるO 何れの場合においても，交渉者は自主的目標期待

を，そのまま受け入れると言う事は無い。

以上の関係を表示したのが，第V図であるO 矢印は，この組織内葛藤の解

決過程に対する諸変数の幾つかの型の加入方法を示しているO 葛藤における

役割期待とは，交渉者に対する諸々の期待の聞に両立性を欠いている状態を

意味している。そして交渉者が，状況の合理的分析を行うに際しては，各種

の方法選択の可能性や各方法の採用に伴う危険性，広い意味でのコストの様

な諸要素の影響が存在する。交渉者は，そうした要素を勘案して，可能であ

れば必要な調整や補足を行った後(矢印 5，6)，葛藤解決の為の前述の三

つの方法の内の何れかを採用して，行動する事となるO その結果は，再び葛

藤を生み出す新しい付加的環境条件を構成したり‘組織のメンパーに影響を

与えて，その期待水準の修正が行われ，交渉者との聞の期待の相違を減じた

りする事となるO

CVJ 各過程の綜合

現実の労使関係においては，言う迄もなく，以上の四つの交渉過程は，混

在した形で同時に存在しているO 従って，その綜合が最後に考えられなけれ

ばならない。ウォルトンとマッカーシーは，この為に，まず各交渉の中心的

要求を処理し，更にその相互の複雑な関係を処理する尺度として，交渉者の

用いる合理性(rationality)の概念を検討しているO そして，結局それは，

個人的心理的欲求(特に態度構成においての欲求)と個人的経歴(特に組織

内交渉における経歴)により，若干の修正を伴いながらも，基本的には，組

織的諮目的(organizationalgoals)に志向されている中心的交渉者の見地

から見て，合理的と考えられる合理性が用いられるとし，更にそれは，知識即

ち情報を収集，分析，整理する交渉者の能力により限界づけられるとしてい

る。換言すれば，情報の収集分析能力に富んだ交渉者による意識的判断程，客

観性の高い合理性が得られる事となる訳であるO

次いで，各過程の綜合は，各交渉過程が，他の交渉過程を促進したり妨害
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したりする関係を分析する事により，或る程度達成される事となると考えら

れるO まず，配分交渉における中心問題は，前述の様に表明についての形式

の問題である。即ち，交渉者は，彼自身並びに彼の相手の抵抗点について，

彼が了承しているところに従って，必要ならば戦術的な表明を行い，その行

動を表明と一致せしめ合理化する為に，許された範囲内で、速かに強い表明を

行う形式を普通採用するべきであると考えられる。ところが，綜合交渉にお

いては，結果や最終的解決を最初から規定しない形で問題を提出する事が要

求され，労使で論議を尽す程，共通の利益は増大する傾向にある。同様に，

態度構成の過程において，協働型の労使関係を考える場合には，交渉相手の

交渉者としての役割に伴って課せられている要求に対して，相互に関心を持

つ事を必要とする。一般に交渉者は，相手交渉者から， どれだけの譲歩を得

たかにより，自己の組織より評価される傾向にある。従って，最初から強い

譲歩の余地のない表明を行う事は，相手組織並ひ、に相手交渉、者の態度構成の

過程から言‘って好ましいものではなし、。組織内交渉においても，同様に，最

終的見解の表明が次第に行われる形式(agradually increasing -comm-

itment pattern)が採用される事が望ましし、。多くの場合， 交渉者はその

立場を漸次修正する事により，組織内の人々の行動期待を満たす事が出来る

ところから，交渉者は最初は，最終的見込みと異なった行動様式を採用する場

合が多い。要するに，配分交渉においては，最初に譲歩の可能性を持たない

強い行動の表明を行う事が望ましい場合が普通であるが，その形式は，他の

過程に取り望ましいものではないと言えるO

次に，統合交渉を円滑に行う為には，その共同意思、の決定の為には，出来

るだけ交渉者間で情報を公開し合う事が要求され，それはまた次の態度構成

の過程にも望ましい影響を与えるものと考えられるO しかし配分交渉の立

場からは，正確な情報の完全な交換や公開は望ましいものではなく，同様な

事は，場合によっては組織内交渉においても言い得る場合があるO 従って，

交渉者は，統合交渉の過程より得られる利益の一部を放棄する様に迫られる

場合があるO
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態度構成過程の中心問題は，信頼の確保であるO 従って，交渉者が，この

過程について関心を有する程，彼は相手の信頼を育て上げる為に投資する。

そしてそれは，同時に統合交渉過程，組繊内交渉過程に取っても，好ましい

積極的な効果を持たらす。前者においては，信頼は情報の交換を促進するし，

後者においては，信頼の存在は，交渉相手を混乱させる事なく或る種の戦術

を採用したり，或いは，例えば頑固な態度を殊更よそおって，交渉相手の対

内的交渉を助ける事も可能とする。しかし，配分交渉過程は，いわば一種の

利己主義の過程であり，掛け引きの過程である為に，相手の信頼感を育成せ

んとする行為は，屡々高い費用を払わせられる場合がある。ただその反面，

信頼感は，交渉相手の行動の予測を可能ならしめる基礎でもある所より，配

分交渉の過程においても有用な要素であるO 従って，何れの過程より見ても，

信頼を失う様な政策の採用は行われるべきでなく，可能な限りその育成に努

めなければならない。

最後に，組織内交渉においては，交渉者が行使し得る統制力の強さが重要

な意味を有しているO 即ち，交渉者の行使し得る統制力が大なる程，彼は組

織内の人々に彼の見解を採用せしめる事が出来るO もし統制力が弱ければ，

交渉者は，不本意ながらも組織内の人々よりする行動期待に従わねばならず，

或いは，交渉相手の援助によって， I浪られた状況を人々に納得せしめたりし

なければならない事となるO そして，配分交渉の過程においても，強い統制

力は，交渉者の要求に従って人々を行動せしめる事により，彼の表明を裏付

け，交渉相手の戦術を牽制する事を可能ならしめる。同様に，統合交渉過程

においても，もし組織内の人々が，情報収集や問題解決に積極的に参加する

雰囲気であれば，各種の参加制度を採用し得るが，逆に，人々の援助の得ら

れない様な場合でも，強い統制力を有した交渉者は，少数の関係者逮との協
岨d

議のみで集中的に交渉を成立せしめる事が出来る。態度構成の過程において

も，強い統制力は，組織内の規律を強め， 目的とする態度構成を促進援助す

る機能を有しているO

ウォルトンとマッカーシーは，以上の如く四種の交渉過程の相互関係を検
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討し，その綜合の道を考えた後に，幾つかの具体的な労使関係の事例につい

て，実際的検討を行っている幻。そして，結局中心的交渉者の認める合理性

に従って，各種の活動がこの四種の交渉過程に対して及ぼす相互の影響を考

慮して，特定の活動方法やその態度の取捨選択が行われる旨を指摘している

のである。

こうしたウォルトン・マッカーシーによる労使関係のモデ、ル化の試みに対

しては，ペンシルベニヤ大学のノースラップ (HerbertR. Northrup)が

指摘する様に9¥社会的経済学的労使関係論の立場よりは，現実における多

くの団体交渉が，前もって一方的に決められた計画を実施する為の時期の決

定機能しか果しておらず，成功した労使関係の育成の鍵とは看倣されていな

い点や，主として，ここで用いられている行動科学的研究方法は，与えられ

た経済的関係の内でしか有効性を発揮し得ないと言った限界が存在している

と言う批判が行われ得るO しかし，与えられた条件の下で，如何にして協1動

的労使関係を生み出して行くべきか，乃至は生み出しているかと言う主体的

行為の立場に立って考える場合には，この種の批判は，批判と言う言葉に値

いするものではなし、。むしろわれわれとしては，こうした試論が更に多くの

実証的裏付けにより，精級化される必要性を強調したいと思う O

1 ) Richard E. Walton and Rob巴rtB. McK巴rsie，A Behavioral Theory of 

Labor Negotiations， 1965， Pr巴faceViii. 

2)もっとも，欠損即ちストライキや労使関係の永続的悪化より生じる費用を考えれ

ば，ゲームは変動和ゲームとなる。

3)賃金以外の労働J時間や労働条件の問題は，後述の様に，協i動的労使関係では，多

くは統合交渉として行われよう。

4)ゲーム理論を，一つの解を得る為よりも，収数活動の理解の用具として用いる思

考は，注目するべき試みと忠われる。

5)統合は，妥協 (compromise) とは異る。妥協は創造を伴わない既存のものの処

理でしかないが，統合は創造の過程を含むものであるo

6) B. M. S巴1巴kman，S. K. S巴lekman，and S. H. Full巴r，Problems in Labor 

Relations， 2d巴d.1958， pp. 4-8 

7) C. S. Golden and V. D. Parker :ed.)， Causes of Industrial Peace und巴r

Collecti ve Bargaining， 1955. 
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木研究は NationalPlanning Associationにより， C. S. Goldenを委員長

に1947午より 7年間に亘り，労使関係の良好な事例の分析を中心としてその理由に

ついて纏められたものである。その結論を簡単に見ると次の如くである。まず，労

使が相互ーに主権を保持し，相手に尊敬と信頼感をi:¥'ち共存/1¥来易い環境としては，

①巾規模の企業である事。(大企業ーでは突破口として組合に狙われ易く，小企業は管

煙者の例性に影響され易い。〉②雇用量の安定した企業である事。@技術進歩が余り

急激でない事。④崩I!かく動作の指定された単調な繰返し作業の少ない事。⑤製品原(11Ii

に占める人件費の割合の少ない事。⑥製品需要が安定的に拡大している事。 ([y持定

の地域に定若し，地域の標準的労働条件に従っている事。③地域社会の一般的気質

が平和的であり，地域の労働市場で特に目立つ様な大規模な雇用主ではない事。⑨

労働組合が安定し，有能な指導者を持っている事。⑬雇主は経営者団体に加入し，

組合の要求に統一的に答えられると共に，協約に定めていない事項の決定は，現地

に任す様にしている事等の諸条件が指摘せられている。 (ibid.，pp. 10-22.) 

8)この点に関して興味ある指摘は，前節に紹介したインランド・スティール・コン

テナー社の事例である。同社は，余りにも有名になった労使協働の状態の維持に気を

取られ，競争力の強化を忘れた為に， 1962年に大幅の管理者の交代を行い，相当な

人員整理を行わねばならなかった。ウォルト γ ・マッカーシーは，こうした事が生

じる理由として，労使に建設的友好的な態度が生じた事から，直ちに総ての問題が

統合交渉の課題として処理し得ると考える所に誤りがあり，配分交渉が完全に消滅

するものでは無い事実を知るべきであると主張している。問題は，配分交渉も基本

的には統合交渉と同様な態度のトーに行われる事が必要であると言うにとどまる。

(Wa1ton and McKerise， of. cit.， p. 372.) 

9) Herbert R. Northrup， "A Behavioral Theory of Labor Negotiations， by 

Richard A.Walton and Robert B. McKerise"， Industrial and Labor Relations 

Review， april 1966， pp. 459-560. 

四結

カリフォルニヤ大学のダルトン(MelvilleDalton)は， i労使協働に関す

る若干の賛否」と題した論文1)において，企業における労使協働の実現を妨

げる諸要因と，逆にそれを促進する諸要因を分析しているO 彼によれば，労

使協働の実現を阻害する要因としては， (1)社会的要因， (2)組合内の諸条件，

(3)労使に共通する諸条件の三種の要因が指摘せられる。そして，まずは)社会

的要悶としては，公共福祉の優先を理由とした強制的仲裁，個人的成功や出
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世運動の二つが考えられているO 即ち，強制的な仲裁は，労使の自由な交渉，

取引の機会を奪うところから，協働を不可能と感じせしめ，また職場委員と

して有能な労働者を会社が職長の位置へ次々に抜擢する様な場合には，組合

側の交渉者の質を低下せしめる事となり，使用者側は，労働者の真の状態に

対する理解が弱まり，協働の状態を生み出し難くなるO

次に， (2)組合内の諸条件としては，前述のウォルトン・マッカーシー・モ

デルにおける第三の組織内交渉において指摘せられた，組合指導者とその支

持者並びに一般組合員との聞の考え方のギャップに基づく蔦藤が指摘せられ

る。

最後に労使に共通する諸条件としては，労使の共同行為に対する連帯責任

の欠如と，好意のバランス及び非公式の慣行を公式化すると言う問題が指摘

されているO 即ち，全国組合の幹部や最高経営者層の段階と異り， 日常の職

場における労使関係において，労使のそれぞれ有能な人達の一部は，協約の

範囲に含ましめるには，余りにも捕捉し難く，そして公表するには余りにも

危険な微妙な問題を解決する為に，私的に交渉し，或いは譲歩する用意を持

っているO 例えば，多数の従業員の利益の為に犠牲となったほんの少数の人

々を助ける手段を考えたり，将来の仕事への支持を得る為に，非公式的指導

者に譲歩を行う等々の弾力的な交渉が現実には要求され，行われているので

あるO そして，こうした交渉は，公式協定の精神に反するものではないが，

しかし形式主義者達は，そうした交渉の参加者をからかい，理想主義者と

現実主義者との聞に政治的な憎悪をかき立て，その結果十分な連帯責任の受

諾を困難とし，更に，公式協定への不信を生み出す事となるO 規則や手続を

手段としてではなく， 目的と看倣す公式主義者達は，狭い倫理観に立った正

義の維持を労使関係において要求し，行為の画一的な苦-悪による識別を要求

するO こうして，現実の組織における人々の性格の差や，獲得出来る情報量

の差，各人の情報分析能力の差は，一部の労使の聞に，両者の好意に支えら

れた非公式の慣行を生み出すと共に，それが他の労使の一部の人々の攻撃の

種となり，労使聞の協働を妨げる結果となるのであるO
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次に，労使聞の協働を促進する要因として，ダルトンは，次の諸要閣を指

摘しているO 即ち，現実の日常の問題の解決に直面した個々の管浬者の多く

は，容易に問題の性格を理解し得ない他の管理者逮の内に解決策を求めるよ

りも，同様に現実の問題に直間し，その解決に努力している職場委員や苦情

処理委員達に協力を求める傾向がある。それが一而において協働を妨げる原

因の種を蒔く事は前述の通りであるが，一而において，労使間の協働を生み

出す契機にもなるものであるO

更に年金制度，先任権制度，有給休暇制度等の最近の労働者の要求に反映

されている様に，労働者は特定企業に継続して雇用される事を強く希望し，

また最近の管理方式には，例えば， 目標による管理の如く，労働者の自由裁

量を積極的に取り入れ，その成長を促そうとする方式が開発されて来ているO

こうした永年勤続への希望と，作業手段を自主的に選択出来る魅力とは，労

使聞の協働を生み出す積極的な基繰となり得るものである。

同様に，今日，管理政策の樹立に際して重要な機能を担って来ているスタ

ップ部門の専門家達は，専門の問題について，組合側の同様な専門家との討

議を希望する様になって来ており，そうした専門的関心よりする協働への契

機が存在している。また，今日の労働の質的な変化，即ちオートメーション

化に伴う現場労働者の減少と，事務労働者の相対的増加，並びに，管理職務

と非管理職務の実質的接近は，労使の聞の利益の重複する部分を増加させて

来ているO 特に，オートメーションを中心とした技術の革新は，労使を間わ

ず新しい技術の修得を要求し，その配置転換を必要ならしめ，新しい技術の

修得出来ない者は排除せられる可能性をもたらしているO

更に最近では，使用者逮の内に，安定した組合が存在している事を，企業

の安定化の為の一つの条件として認める人達が増えて来ている。彼等は，自

由な自主的な交渉によって作られた労使聞の協定は，株主集団の様な他の利

害関係者集団との結び付きよりも， より安定した堅い信頼出来る結び付きを

生み出し，将来の動きの予定を可能ならしめるものであると考えているO

最後に，企業が競争に破れて倒産する事は，労使共に職を失う事を意味し
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ているO 従って企業間の競争は，協fllijJ的労使関係を生み出すーっの基盤を提

供していると言えるO

ダルトンは，以上の様に労使協働の阻害要因と促進要因とを分析した後に，

全国組合の幹部や最高経営者層と，最下位の職場委員や職長階層の聞に見ら

れる各種のギャップを埋める為に，現場の労使の間で好意的に発生している

非公式的慣行や手続きを，或る程度公開し，公認のものとする事を提案して

いる。そしてこの為に彼は，一方において，混乱を生み出す様な派閥(distu-

rbing cligues)に代えて，建設的派閥 (constructivecligues)を育て，

表面化されていない有益な慣行や手続の性質を研究し，その公表化，公式化

の可能性に努めるべきであると共に，そうした非公式的慣行を生み出さなけ

ればならぬ理由と，その除去の可能性をも研究するべき事を主張しているO

しかし，同時に彼は，次の様にも主張している。即ち I組織における総

ての調整と一致は，まず組織の低い階層から始めて，高い階層に向かつて行

われるべきであると言う仮説は……今日当然の事と考えられるが，同時に，

人々の組織的熟練，事件についての知識，表明及び倫理観に大きな相違が存

在する限り，それは程度の問題に留まるものであるO ただしかしもし総て

の人々の聞の誠意 (goodfaith)と言う言葉で理解されているものを，その

協働が含んでいるとすれば，非公式的慣行そのものは，それ程重要なもので

はない(minor)であろう九」そして，文字通りの「完全な協働は，本来可

能なものではなく，実際上望ましいものでもないのである。それは，固有化

された経済社会では適しているかも知れないが，伝統的な民主主義社会に付

随する闘争と葛藤 (strugglesand conflicts)とは相入れないものであ

る3)JとO

即ち，協働的労使関係とは，元来労使聞の無批判の一体化を意味している

ものではない。無批判の一体化は，協働ではなく，一方の他方に対する完全

な支配乃至は同化を意味する。協働関係は，本来対等の立場に置かれた者達

の聞の，何等かの意味での協定に従って生じるものであり，その協定を生み

出す聞における取引や蔦藤の存在を排除するものではない。従って，配分交
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渉の過程を含まない協働関係は存在しなし、。問題は，交渉者達の聞に，相手

に対する信頼感，或いは，誠意と言われているものが存在している事実であ

るO それは，ウォルトン・マッカーシーが，労使聞の四つの交渉過程に共通

して，同一方向に働く純粋の資産(unmixedasset)と呼び，セレクマンが，

相手の不安や怖れを除去する前提として重視し，バーナードがかつて「誠実

についての信頼4)J I管理の完全性についての信頼り」或いは管理者の「協

働について信頼をいだかせる様な能力5)Jと言った言葉で，協働への鍵とし

て強調して来たものであるO そして，それは，まず何よりも基礎の安定した

労働組合の存在を前提としているものである。使用者の交渉相手の労働組合

の役員が，自己の組織や自己の地位の保全に腐心しなければならない様な状

況においては，安定した永続的な協働関係は生れ得ない。同様に，マックレ

ーガーが指摘する様に，使用者逮も，管理者としての自己の才能に自信が持

ち得なければ，やはり永続的協働関係は望み得なし、。そして，そうした基礎

の上に，始めて労使共に組合員の二重帰属心の存在事実を受け入れ，その前

提の上に日常の労使関係を検討する余裕が生れて来ると考えられる。そして，

今日では，その場合にこそ最も広い範囲の労使の指導者に対する従業員達の

支持が得られる事となるのである。

一体労使協働の主張や試みは，既に古くから多くの人達により行われて来

ており 3 その代表的な例としては，イギリスの労使協議制度(JointConsu-

ltation System)や西ドイツの共同決定法を挙げる事が出来るであろう。

しかし，これ等の事例は，戦争に伴う労働力の不足とそれによる労働者の協

力の確保の必要性，同じく戦争や戦後の復興に伴う生産性の増強の必要性，

企業防禦の要請，労資同権のイデオロギ一等，或いは，例えば，カーノレ・ツ

アイスに見られる様な小規模な場合においては，個人的な信念、と言ったどち

らかと言えば，経営の外在的な理由に主として基づき生み出された場合が多

い。従って，またそれ等の制度は，必ずしも永続的な普遍的な制度に迄成長

しているとは言い得なし、。

ところが，最近における経営学の展開は，経営の内在的な要請よりする協
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働的労使関係の確立せられるべき必要性を指摘するに宅っている。即ち，今

日の経営学では，最初に指摘した様に，管理者も一般の従業員も，共に多様

な欲求を持ち，限られた情報と限られた情報分析能力しか持っていない普通

の人間として理解しており，科学的管理法で前提とした様な管理者は経済人

であり，一般従業員は生理的機械であると言った異質の人間像を前提とする

考え方は放棄している。従って，経営の管理組織は，一雨において組織全体

として一個の経済人を生み出す情報収集整理の機構として理解されて来てい

る。そこでは，一般従業員は情報収集の触角としての機能を有しており，情

報の多くはまず一般従業員により収集され，それが管理階層の上に行くにつ

れて整理統合せられ，その情報を基礎にして上から下への指令が行われると

解されているO 従って，そこでは，個々の従業員の情報収集に対する積極的

な意欲が組織における意思決定の基礎要件として重視され，従ってまた，そ

うした意欲に働き掛ける報酬管理の問題が，重要な問題として展開されるに

いたっている。

そして，そうした報酬浬論の教えるところによれば，従業員の積極的な貢

献意欲を刺戟する為には，具体的には，細かな作業方法や手段の指図を行わ

ずに，むしろ目標や趣旨を説明する事に努めると言った今日一般に目標管理

と言われている一連の管理方法の採用が有効で、あるとしている。しかも，こ

の動きは， コンピューターを中心とした自動制御機器の発達に伴い，定型的

意思決定の業務から人聞が急速に排除せられ，代って人間は，非定型的意思

決定の業務を主として担当する方向に向う事となった事から，管理者が前も

って具体的動作や手段を指示しておく事が事実上困難となって来ている事実

からも不可避的に促進せられて来ている。

ところが，こうした目標による管理と言われる手法に代表される一連の管

理方法は，いわゆる大幅な権限の委譲を一般従業員に対して行う事ででもあ

るO そして，それは，日常の業務に対する大幅の経営参加が行われている事

をも意味するものである。従ってそれは，ダノレトンの言う様に，協働的な労

使関係の生成を促すと共に，またそうした関係を前提として，始めて成功し
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得るものなのであるO 協(動的労使関係の本質的問題が，団体協約の様な公式

的条文規定よりも， 日常の職場での非公式的関係を含めた下級管理者の一般

従業員との関係にあると考えられる重要な理由の一つは，ここにある訳であ

る。

更に，報酬理論は，こうした生産面における協働的労使関係の維持の為に

は，そうした関係によって得られた成果を，その参加者に誘因として配分す

る事を要求しているO マックレーガーが成果配分制度の設定を指摘し，ウォ

ノレトン・マッカーシーが補強理論を援用して，報酬の支給の必要性を指摘す

る所以である。協働的労使関係は，生産面のみならず配分面と結びついて，

始めて存続し得るものなのである。

最後にわれわれも，マックレーガーと共にこうした協働的労使関係の樹立

は，組合員の投票で指導者が選出されると言う労働組合の機構を前提とする

限り，個々の労働者の精神的成長なしには，維持し得ないものである事を，

強調しておかなければならなL、。そして，それは，組織経済の立場からは，

窮極的には精神的に成長した個々の管理者による個々の従業員に対する働き

掛けによって行われるべきものなのである。かつて，バーナードは，この間

の事情を次の様に指摘している。即ち["労使関係において，私は幾度も繰

返して……間違った事が行われ，或いは，本来正しい事が悪く行われるのを

見て来た。そして，その理由は，総てのそれ等の計画が，協働計画の有効な

運営の鍵である個人を対象とせずに済ませる近道を見出そうと試みた事にあ

ったのである。……一般的人事政策や監督者の業務において，個々の従業員

を無視し，そLて集団及び平均を包括的に取扱おうとする傾向が非常に強

¥， ¥ 6】」と。

労使関係を考える場合，われわれは，ともすれば社会的に現象を捕えて解

明する経済学的視点にヲ|かれ，使用者集団と労働者集団との両集団聞の問題

として考え勝ちであるO こうした傾向に対して，バーナードは，人事管理は，

あくまでも個人個人の従業員を対象とし，管理者はその従業員の個性に合っ

た態度で、接し，働き掛けるべきであり，そこから信頼関係が育成せられる事
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を繰返し指摘している。そして更にわれわれは.ホワイトの研究に見られる様

に，そうした管理者の個々の従業員への積極的接触を図る為には，J:位の管理

者達が極めて重要な機能を有している事実を指摘する事が出来るのである円
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